
令和 6 年度新技術波及展開事業 第 2 回普及技術カタログ公募要領 

 

１ 趣旨 

 農業の労働力不足や生産基盤の脆弱化が進展する中で、スマート農業をはじめとする新

技術の導入による生産現場の技術革新の推進が農政上の喫緊の課題となっています。ま

た、みどりの食料システム戦略の実現に向けて、グリーンな栽培体系の構築が求められて

います。そのような中、生産現場の技術革新等に資するが未だ現場に普及・定着していな

い技術の迅速な現場実装に向け、都道府県の普及指導員が、より一層、技術開発を担う試

験研究機関や民間企業等と連携し、地域条件に応じた技術の確立・定着に取り組むことに

期待が寄せられています。 

 一般社団法人全国農業改良普及支援協会は、技術を普及現場に迅速に波及・展開するた

め、民間企業等が開発した農業の生産性向上等に資する技術をカタログ化し、当該技術に

関する普及組織への情報提供・意見交換、現地説明・研修会等の場づくりを行い、技術・

製品・サービス等の迅速な普及を支援するとともに、普及現場に上がってくる農業者や関

係機関等のニーズを民間企業等につなぐこともめざし、民間企業等の技術普及担当者と普

及指導員とのネットワークづくりを支援します。 

 

２ 事業内容 

（１）普及技術カタログの整備 

  民間企業等の開発した生産現場の技術革新等に資する技術をとりまとめ、カタログと

して整備します。 

 １）対象とする技術 

 ① 労働費の低減、資材費の低減、環境負荷の低減、または売上の拡大に資する農業技

術全般で、現地への導入が可能なもの 

 （新たに開発された農機具・施設・農業資材、ソフトウェア、育成された品種等も含

む。ただし、コンサルタントなどの無形サービス、出版物等は除く。） 

 ② 当該技術の導入効果が確認されていること 

 ③ 肥料・農薬については登録されているものであること 

 ④ 資材に使われている成分が明確であること 

 ⑤ 作業者・農畜産物・環境への安全性が確保されていること 

 ⑥ 普及組織との連携・協力が可能で、かつ問合せ等に対応できること 

 ⑦ 対応可能なエリアが 4 都道府県以上あること 

 

 ２）カタログ掲載技術の選定 

   カタログへの掲載を希望する技術を公募し、応募のあった技術について、学識経験

者による審査会を定期的に開催し、掲載技術を選定します。 

 

 



（２）普及組織に対する情報提供 

１）技術情報の普及組織への情報提供 

 EK-SYSTEM（当協会が運営する全国の普及組織を結ぶ会員制の情報ネットワーク

システム）への掲載や普及指導センター等へのカタログ（年鑑）の冊子配布等（約

600 ヶ所）を通じて広く普及指導員にカタログ掲載技術の情報提供を行います（EK-

SYSTEM には令和 6 年 12 月頃～令和 7 年 12 月末まで掲載予定、年鑑は令和 6 年 12

月末頃発刊予定）。 

 ２）モニター農家の募集、現地での実演・展示等の仲介 

 カタログ上にサンプル提供やモニター募集、講習会・研修会等での実演・展示な

ど、情報提供企業が対応可能な活動を掲載し、普及指導員からの要請を受けて、当協

会が情報提供企業と普及組織の仲介を行います。 

 

（３）当協会主催イベント等での説明・展示等の場づくり 

   当協会が主催する普及指導員を参集したイベント（オンライン開催を含む）におい

て、会場での企業から普及指導員への説明・展示の場を設けます。 

 

３ カタログ掲載技術の募集 

（１）募集の対象者 

  当協会賛助会員企業および一般社団法人日本施設園芸協会会員企業を対象とします。 

 

（２）利用料等 

 １）カタログ掲載・普及組織への情報提供（２の（２）の事業） 

 当協会賛助会員企業 

① 年に 1 件は無料掲載とします。 

② 2 件目以降については、新規掲載 1 件 29,700 円（税込）、延長更新 1 件 11,000 円

（税込）とし、1 年間掲載します。 

③ 最大 3 件（年に 6 件）までの応募とします。 

 

一般社団法人日本施設園芸協会会員企業 

① 新規掲載 1 件 29,700 円（税込）、延長更新 1 件 11,000 円（税込）とし、1 年間掲載

します。 

② 最大 3 件（年に 3 件）までの応募とします。 

 

２）当協会主催イベントでの説明・展示（２の（３）の事業） 

  各イベントごとに別に定める利用料 

 

 

 



（３）応募方法 

 次の様式による応募用紙に必要事項を記入の上、当協会あてにメール（応募用紙

Excel ファイル、添付資料の PDF ファイル等を添付）で提出してください。 

 なお、令和 5 年度掲載技術の延長更新についても、今回の応募用紙にて受け付けま

す。延長更新の場合、応募技術名、技術の概要の変更はできませんので、ご注意くだ

さい。 

① 応募様式 

  別紙様式のとおり（当協会ホームページから様式のダウンロードが可能です。） 

② 提出先 

  （一社）全国農業改良普及支援協会 （担当：草間・齊藤） 

   〒110-0005 東京都台東区上野 3-1-2 秋葉原新高第一生命ビル 8 階 

   TEL：03-5817-4992  E-mail：tech-catalog@jadea.jp 

③  応募期限  令和６年９月２０日（金） 


